
1 

 

群馬県消費者被害防止のための地域見守り力アップ講座業務委託募集要領 

 

１ 業務の目的 

本県の消費者被害を防止するため、高齢者、障がい者、認知症等により判断力が不十分となっ

た人（以下「高齢者等」という。）の見守りに必要な知識と適切な対処法を習得するための講座

の企画、運営等を委託することにより、より効果的・効率的に高齢者等の見守りの担い手を育成

し、地域における見守り力の向上を図るとともに、消費者安全確保地域協議会の設置を促進する

ことを目的とする。 

 

２ 委託業務の概要 

（１）業 務 名 群馬県消費者被害防止のための地域見守り力アップ講座業務 

（２）業 務 内 容 群馬県消費者被害防止のための地域見守り力アップ講座業務委託仕様書のと

おり 

（３）委託費上限額 ３５９，７００円（消費税及び地方消費税を含む） 

（４）履 行 期 間 契約締結の日から令和８年３月１９日（木）まで 

 

３ 応募資格 

次の条件をすべて満たす法人とする。 

（１）消費者関連法に精通し、最新の消費者トラブルに関する情報収集能力を有する者であるこ

と。 

（２）定款又は規約を有し、募集開始日以前に１年以上の業務実績を有していること。 

（３）県内に主たる事業所を置く者 

（４）宗教活動又は政治活動を主な目的とする組織、団体等でないこと。 

（５）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当していない者 

(６) 銀行取引停止処分を受けている者でない者 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続の申立てがなされている者でないこと。 

（８）暴力団、暴力団員又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

（９）個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適

正に取り扱うことができること。 

（10） 群馬県の指名停止処分を受け、その期間が終了していない者でない者 

 

４ スケジュール 

（１）応募期間 令和７年５月２６日（月）から令和７年６月１３日（金）１７時【必着】まで 

（２）質問受付 令和７年５月２６日（月）から令和７年６月 ６日（金）まで 

（３）審査期間 令和７年６月１６日（月）から令和７年６月２０日（金）まで 

（４）結果発表 令和７年６月２３日（月）以降 
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５ 質問及び回答 

  説明会は実施しないが、次のとおり、応募予定事業者から、質問を受け付ける。     

（１）受付期間 令和７年５月２６日（月）から令和７年６月６日（金）まで 

（２）提出場所 下記６（５）に同じ 

（３）提出方法 様式第１号に記入し、電子メールで提出すること。 

（４）回答方法 電子メール及び群馬県ホームページにおいて随時行う。 

質問のあった事業者名は公開しない。 

 

６ 応募手続 

  応募する場合には、次のとおり、書類を提出すること。 

  ただし、（※注）印を付したものは、群馬県の【物件等購入契約資格者名簿】搭載業者は提出

不要。 

（１）応募期間 令和７年５月２６日（月）から令和７年６月１３日（金）１７時【必着】まで 

（２）応募書類  

ア 群馬県消費者被害防止のための地域見守り力アップ講座業務委託応募書（様式第２号） 

イ 法人の概要書（様式第３号） 

ウ 企画提案書（様式第４号～第６号） 

エ 業務に要する経費見積書（様式第７号） 

オ 課税（免税）事業者届出書（様式第８号） 

カ 誓約書（様式第９号）（※注） 

キ 法人登記事項証明書（３か月以内に発行されたもの）（※注） 

ク 決算書（直近のもの１期分（半期決算の場合は２期分））（※注） 

ケ 法人の定款、寄付行為又はこれらに類する書類 

コ 役員名簿 

サ 団体の概要等が記載されたパンフレットなど 

※  書類の大きさはＡ４判に統一すること。ただし、パンフレット等でＡ４判ではないものを

除く。 

（３）提出部数 正本１部、副本４部（コピー可） 

（４）提出方法及び提出期限 

ア 提出方法 

提出する提案は１案とし、持参又は郵送によること。 

直接持参する場合の受付時間は、８時３０分から１７時まで（土曜日及び日曜日を除

く。）とする。 

イ 提出期限  

令和７年６月１３日（金）１７時【必着】 
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（５）提出先  

群馬県生活こども部消費生活課企画指導係 

〒３７１－８５７０ 群馬県前橋市大手町１－１－１ 

（電話） ０２７－２２６－２２８４    

（ＦＡＸ）０２７－２２３－８１００ 

（E-mail） shouhika@pref.gunma.lg.jp 

 

７ 審査 

（１）審査期間 

令和７年６月１６日（月）から令和７年６月２０日（金）まで 

（２）審査方法 

群馬県消費生活課が設置する審査会において、提出された企画提案書及びその他提出書類に

基づき、事業の企画能力などを総合的に審査し、総合点が最も高かった提案者を、委託の優先

交渉者として決定し、委託契約の交渉を行う。ただし、提案者が１者のみの場合は、審査員に

よる審査を省略し、審査員長が提案内容を総合的に審査し、本業務の契約先として適当である

と認めた場合に、委託の優先交渉者として選定する。 

（３）評価項目 

審査項目 審査基準 

本県における消費者への啓発

の考え方 

 

高齢者等の見守りを担う人材の育成や、消費者啓発に取

り組む意義を積極的に捉えているか、本事業に対する事

業者のやる気が感じられ、それが共感できるものか。 

研修を推進する上での考え

方・視点 

業務推進の考え方、視点が示されているか。 

講座内容の設定、講師の選定 講座内容の設定、講師の選定は妥当か。 

本業務を適正かつ高品質に実

施するための体制等 

人員体制、運営方法などが適切か。 

 

危機管理への対応 緊急時の対応が適切か。 

見積金額の妥当性 

 

仕様書の条件を満たしつつ、適正な価格での受託が可能

か。 

事業実施計画 事業の実施スケジュールは無理のないものか。 

 

（４）審査結果等 

   令和７年６月２３日（月）以降 

すべての提案者に対し、書面をもって通知する。 

なお、審査内容は非公開とし、審査結果についての異議申立ては認めない。 
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８  契約 

審査結果に基づき、優先交渉者と委託業務に係る具体的内容について協議を行い、見積書を徴

し、その結果、群馬県消費生活課と優先交渉者との間で委託内容及び委託金額について合意に達

した場合に委託契約を締結する。 

なお、この交渉に参加した者が、「３応募資格」の要件を満たさなくなったとき又は上記の協

議が整わないときは、契約を締結しないこととする。この場合は、次点者と契約の締結交渉を行

うこととする。 

 

９ その他 

（１）書類等の作成に使用する言語は日本語とし、通貨は日本国通貨とすること。 

（２）企画提案書等の作成及び提出に関する費用は、提出者の負担とする。なお、提出書類は返却

しない。 

（３）提出書類は事業者の選定のためにのみ使用し、機密保持には十分配慮いたします。ただし、

事業者として採択された場合には、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成１

１年５月１４日法律第４２号）、群馬県情報公開条例（平成１２年６月１４日条例第８３号）

に基づき、不開示情報及び非開示情報（個人情報、法人の正当な利益を害する情報等）を除い

て情報公開の対象となる。 

（４）提出書類は、審査作業等に必要な範囲において複製することがある。 

（５）企画提案内容がそのまま契約内容となるものではなく、具体的な契約内容及び委託金額は、

県との交渉で決定する。 

（６）企画提案書に虚偽の記載をした場合は、企画提案書を無効にするとともに、不利益処分を行

うことがある。 

（７）受託者は、業務上知り得た秘密を第三者に漏らさないこと。 

（８）受託後の注意事項 

ア 群馬県消費生活課は、本委託業務の実施状況について、必要に応じて受託者に説明及び報

告を求め、又はこれに関する帳簿その他関係書類を閲覧・調査することがある。 

イ 群馬県消費生活課は、受託者が本委託業務を遂行することに不適格であると認めたとき

は、委託契約を解除することがある。 

ウ 本委託業務の実施に当たっては、群馬県消費生活課と十分協議を行いながら業務を遂行す

るものとする。なお、業務内容については、変更・修正する場合がある。 

また、協議により群馬県消費生活課から指示があった場合には、その指示に従い業務を実施

することとする。 

（９）本業務は、国の「地方消費者行政強化交付金」を活用して実施するため、業務完了後に会計

検査等への対応が生じる場合がある。なお、本業務に関する証拠書類は委託契約終了後５年間

保存する必要がある。 


